
１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員採用試験実施状況

行 政 （ キ ャ リ ア
チ ャ レ ン ジ 枠 ）

土 木（ 有 資 格者 枠）

電 気（ 有 資 格者 枠）

建 築（ 有 資 格者 枠）

若干名

倍率
人　　員 受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

申込者数
ＳＰＩ３検査等

1人 1.0倍 

－

－

1.0倍 1人 1人 1人 1人

－ －

25人 12人

1人障 が い 者 枠

－

計 4人 27人 27人 14人 14人

－ －

－ －

上 級 電 気

13人

－ － －

－

－

－ －

－－

－

25人

－ － － －

－ － － －

12人 3人 8.3倍 

若干名

25人

－ －

2.0倍 

－若干名

3人 3人 2人

－

－

1人 1人 3.0倍 

4人

1人

4人 3人 3人 2人

－

－

－

－

－

－

－ － －

－ －

－

－－

4.8倍 

1人 1人 1人

合格者数 受験者数 合格者数

6人 50人 47人 23人上 級 行 政

－ －

若干名

18人 8人

管 理栄 養 士 ・栄 養士

学 芸 員

上 級 土 木

上 級 建 築

上 級 建 築 電 気

若干名

若干名

若干名 － －

－ － －上 級 建 築 設 備

令和７年度における人事行政の運営等の状況
令和８年９月３０日公表

　むつ市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、職員の給与や職員数などに
ついて公表します。これらを市民のみなさまに公表することにより、その公平性や透明性を
高めることを目的としたものであり、地方公務員法により義務付けられているものです。

（ＳＰＩ３検査等：５月３０日から６月７日まで、面接試験等：６月２８日）

職  種
面接試験等

倍率
人　　員 受験者数

1.0倍 

若干名

採用予定
申込者数

ＳＰＩ３検査等

5.9倍 

保 健 師 若干名 1人

－ －

－ －

－

－ －

－

（ＳＰＩ３検査等：９月１９日から９月２６日まで、面接試験等：１０月１８日）

職  種
採用予定

計 31人

3人

65人 62人

－

1人 1人 1人

－ － －

－ －

1人若干名

－

若干名

若干名

初 級 電 気

初 級 行 政

上 級 土 木 若干名 － －

－若干名

2人 2人 7.0倍 1人 7人 7人

－

若干名

1人

面接試験等

－－ － －

－－ － －

－ － － －

－ －

上 級 建 築 電 気 若干名 － － － －

－ － －

若干名

7人

－ － － －

－

電 気（ 有 資 格者 枠） 若干名

若干名

－

初 級 土 木

初 級 建 築

初 級 建 築 電 気

初 級 建 築 設 備

保 健 師 若干名 1人

－

土 木（ 有 資 格者 枠） 若干名 －

建 築（ 有 資 格者 枠） 若干名 － － － － － －

5人 5.4倍 

上 級 建 築

上 級 電 気 若干名 － － － － －

若干名 － － －

上 級 建 築 設 備 若干名 － － － － － －

－ － － － －
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(2) 事由別退職者数

(3) 職員数の状況

①　総職員数 （令和７年４月１日現在）

②　部門別職員数 （各年４月１日現在、単位：人）

人

人）

人

人）

人

（注）　職員数は一般職に属する職員数である。

人口1万人当たり職員数 93.59

小　計 48 49 1

合　　計 478 483 5
＜参考＞

下水道 8 8 0

その他 21 22 1 業務量の増加に伴う増員

人口1万人当たり職員数 84.10

（類似団体の人口1万人当たり職員数 65.90

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水道 19 19 0

農林水産 22 23 1 組織再編等に伴う増員

商　　工 18 19 1 組織再編等に伴う増員

教　育 45 52 7 業務量の増加に伴う増員

小　計 430 434 4
＜参考＞

衛　　生 42 39 △ 3 職員構成の変動等に伴う減員

計 385 382 △ 3
＜参考＞

145 146 1 業務量の増加に伴う増員

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　　会 6 5 △ 1

税　　務 28 28 0

区分 職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
部門 令和６年 令和７年

土　　木 42 43 1 業務量の増加に伴う増員

民　　生 82 79 △ 3 組織再編等に伴う減員

む つ 市 555人 388人

議 会 事 務 局 9人 5人

条例定数 現　　員

人数 0人 1人 13人 0人

死亡退職 合　計定年退職 応募認定退職 普通退職 分限免職 懲戒免職

52.48

上 下 水 道 局

0人

事　由 その他

職員構成の変動に伴う減員

人口1万人当たり職員数 74.02

（類似団体の人口1万人当たり職員数

1人 5人 20人

4人

総　　務

4人

教 育 委 員 会 110人 52人

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 5人 3人

監 査 委 員 事 務 局 5人

45人 27人

計 733人 483人

農 業 委 員 会 事 務 局 4人
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③　年齢別職員構成の状況 （４月１日現在）

　

④　職員数の推移 （各年４月１日現在、単位：人）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。

(-7.5%)

総   合   計 478 481 478 476 478 483 5 (+1.0%)

9 (+2.1%)

公営企業等会計計 53 51 52 52 48 49 -4

52 4 (+8.3%)

普 通 会 計 計 425 430 426 424 430 434

教　　 　育 48 45 43 44 45

の増減数（率）

一 般 行 政 377 385 383 380 385 382 5 (+1.3%)

年度
令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

過去５年間

部門

62 48 50 49 35 112 31 32 40 62 61

人 人 人 人 人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

区　分

483

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

｜ ｜ ｜ ｜ ｜ 歳
以
上47 51 55 59

48 52 56 60

～ ～ ～

歳
未
満

｜ ｜ ｜ ｜ ｜

20 20 24 28 32 36 40 44

23 27 31 35 39 43

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

22
構成比 ５年前の構成比%
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⑤　等級及び職制上の段階ごとの職員数（４月１日現在）

ア　行政職給料表

合　　　計 418

18 4.3 部長級

健康づくり推進監 1

建設技術監 1

会計管理者 1

事務局長
4.3

部長 8

4

教育部長 1

課付

1

副理事 14

６級

次長並びに職務の複雑、困難
及び責任の度がこれと同等と
認めるもので規則で定めるも
のの職務

29 6.9

次長 8

2

分庁舎所長（次長級） 3

施設整備技術監 1

７級

部長並びに職務の複雑、困難
及び責任の度がこれと同等と
認めるもので規則で定めるも
のの職務

18

５級

課長並びに職務の複雑、困難
及び責任の度がこれと同等と
認めるもので規則で定めるも
のの職務

56 13.4

室長 2

2

４級

主幹並びに職務の複雑、困難
及び責任の度がこれと同等と
認めるもので規則で定めるも
のの職務

71 17.0

主幹 67

館長補佐 1

課付 1

調整官 1

1

工事検査官 1

課長 28

所長 1

課付

71 17.0

21

主査 44

課付 1

主査級
課付 3

47 11.2

等級
級別職務分類表に規定する基
準となる職務

３級

主任主査並びに職務の複雑、
困難及び責任の度がこれと同
等と認めるもので規則で定め
るものの職務

107 25.6

２級

・主任並びに職務の複雑、困
難及び責任の度がこれと同等
と認めるもので規則で定める
ものの職務
・高度の知識又は経験を必要
とする業務を行う主事、書記
及び技師の職務

70 16.7

主任 67

合計 内訳 職制上の段階

(人)

56 13.4 課長級

(％) 職名 (人) (人) (％) 段階

事務局次長

１級
定型的な業務を行う主事、書
記及び技師の職務

67 16.0
主事

課付

所長補佐 1

館長

課付 3

総括主幹

66

1

29 6.9

14.4 主任主査級

67 16.0 主事級

主任級16.770

主任主査 59
60

主幹級

1

次長級

国スポ・障スポ推進監 1

課付
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イ　医療職給料表（１）

ウ　医療職給料表（２）

エ　教育行政職給料表

次長級

合　　　計 8

12.5 課長級

３級
特に高度の知識又は経験を必要と
する業務を行う指導主事の職務

1 12.5 副理事 1 1 12.5

主任主査級
指導主事 5

２級
高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う指導主事の職務

1 12.5 総括主幹 1 1

１級 指導主事の職務 6 75.0
主任指導主事 1

合　　　計 20

等級
級別職務分類表に規定する基
準となる職務

合計 内訳

(人) (％) 職名 (人)

５級

医療主幹及び困難な業務を行う保健主
査、看護主査及び職務の複雑、困難、
責任の度がこれらと同等と認めるもの
で規則で定めるものの職務

7 35.0

保健師

４級
保健主査、看護主査及び職務の複雑、
困難、責任の度がこれらと同等と認め
るもので規則で定めるものの職務

3 15.0

保健主任

医療主幹 6

課付 1

２級
保健師、看護師及び職務の複雑、困
難、責任の度がこれらと同等と認める
もので規則で定めるものの職務

6 30.0

３級

相当困難な業務を行う保健師、看護師
及び職務の複雑、困難、責任の度がこ
れらと同等と認めるもので規則で定め
るものの職務

4 20.0

１級 准看護師の職務 0 0.0 0

(％) 職名 (人)

保健師

看護師

5

1

(人) (％) 段階

60.0 主幹級

合　　　計 5

等級
級別職務分類表に規定する基
準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

(人)

0 0.0 主任主査級

５級

困難な業務を行う栄養主査並
びに職務の複雑、困難及び責
任の度がこれと同等と認める
もので規則で定めるものの職
務

3 60.0 医療主幹 3 3

４級

栄養主査並びに職務の複雑、
困難及び責任の度がこれと同
等と認めるもので規則で定め
るものの職務

0 0.0 0

1 20.0 栄養士 1

３級
困難な業務を行う栄養士及び
歯科衛生士の職務

1 20.0 栄養主任 1

段階

１級 栄養士及び歯科衛生士の職務 0 0.0 0

２級
相当困難な業務を行う栄養士
及び歯科衛生士の職務

1

職制上の段階

(人) (％) 職名 (人) (人) (％)
等級

級別職務分類表に規定する基
準となる職務

合計 内訳

0.0

保健主査 3

0 0.0

1 20.0

(人)

7 35.0 主幹級

職制上の段階

保健師
看護師
准看護師

准看護師

6 75.0

2

2

主任主査級3 15.0

栄養士
歯科衛生士

主査級

(％) 段階

0

8

2 10.0

40.0

20.0

主査級
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オ　技能職等給料表

カ　企業職給料表

７級 局長及び理事の職務 1 3.7 局長 1

次長級

部長級1 3.7

合　　　計 27

7.4

総括主幹 4

６級
次長、水道技術専門監、下水道技
術専門監、業務調整監、営業調整
監及び副理事の職務

2 7.4

3 11.1 主幹級

５級
課長、上下水道企画調整官、工事
検査官及び総括主幹の職務

6 22.2
課長 2

課長級

４級
主幹及び困難な業務を行う主任主
査の職務

3 11.1 主幹 3

22.2

次長 1

副理事 1
2

6

主査級

主任主査 6 6 22.2 主任主査級

11.1 主任級

３級 主査及び主任主査の職務 12 44.4
主査 6 6 22.2

0 0.0 主事級

２級
主任並びに高度の知識又は経験を
必要とする業務を行う主事、書記
及び技師の職務

3 11.1 主任 3 3

１級
定型的な業務を行う主事、書記及
び技師の職務

0 0.0 主事 0

職制上の段階

(人) (％) 職名 (人) (人) (％) 段階

合　　　計 5

等級
級別職務分類表に規定する基
準となる職務

合計 内訳

５級
特に高度の技能又は経験を必要と
し、特に困難な業務を行う技能技
師及び技能主事の職務

3 60.0
調理師 2

技能員 1

４級
特に高度の技能又は経験を必要と
し、困難な業務を行う技能技師及
び技能主事の職務

2 40.0 調理師 2

３級
高度の技能又は経験を必要とする技能
技師及び技能主事の職務

0 0.0 0

２級
相当の技能又は経験を必要とする技能
技師及び技能主事の職務 0 0.0 0

(人)

１級 技能技師及び技能主事の職務 0 0.0 0

等級
級別職務分類表に規定する基
準となる職務

合計 内訳

(人) (％) 職名
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２　職員の人事評価の状況

(1) 能力評価

人

人

人

人

人

人

人

人

(2) 業績評価

人

人

人

人

人

人

人

人

2

教 育 委 員 会 44

上 下 水 道 局 25

計 431

実 施 者 数

む つ 市 349

議 会 事 務 局 5

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 2

監 査 委 員 事 務 局 4

農 業 委 員 会 事 務 局

評 価 方 法 　職員が設定した目標の難易度・達成度に基づき評価する。

評 価 期 間 　令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

（ 評 価 基 準 日 ） 　（令和８年２月１日）

2

教 育 委 員 会 44

上 下 水 道 局 25

計 431

実 施 者 数

む つ 市 349

議 会 事 務 局 5

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 2

監 査 委 員 事 務 局 4

農 業 委 員 会 事 務 局

評 価 方 法
　評価期間内に発揮された能力や職務への取組姿勢・態度等を客
観的事実に基づき評価する。

評 価 期 間 　令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

（ 評 価 基 準 日 ） 　（令和８年２月１日）

　地方公務員法の改正により、平成２８年４月１日より人事評価が義務付けられました。
当市においては「職員評価制度」として実施しており、「目標管理」の手法を用い、職務遂行の過

程で見られた職員の意欲、能力及び勤務の実績等を的確に把握し、評価することにより「職員の能力
開発（人材育成）」、「勤務意欲の向上」、「適材適所の人事配置」等を進めるために行うもので
す。

また、職員が能力を最大限発揮し、その能力を有効活用することで、組織パフォーマンスの向上を
図り、少数精鋭で攻めの行政の推進を目指します。

評価については、「能力評価」と「業績評価」の２本立てとし、職務の業績を重視した「目標管理
型職員評価」となっています。
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３　職員の給与の状況

(1) 総括

①　人件費の状況（普通会計決算）

②　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２　職員数は、令和６年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短

　　　　時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含まない。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間

　　　　勤務職員の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

③　ラスパイレス指数の状況

④　社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）の実施状況について

ア　給料表の見直し

（給料表の改定実施時期）　令和７年４月１日

イ　地域手当の見直し

（地域手当の制度なし）

【概要】 国家公務員給与においては、行政職俸給表(一)において３級から７級までの初号近辺の号俸をカットし、これらの
級の初号の俸給月額の引上げを行うとともに、８級から１０級の隣接する級間での俸給月額の重なりの解消等を
行っている。その他、各種手当について見直しを行っている。

（内容） 一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、３級から７級までの初号近辺の号給をカットし、これら
の級の初号の給料月額の引上げを実施。（国の８級以上に相当する級がないため、隣接する級間での給料月額の重
なりの解消は実施していない。）

6,391

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数

　　　　（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を

　　　　１００として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

430 1,580,261 314,660 629,473 2,524,394 5,870

給与費 B/A 一人当たり給与費

令和６年度
人 千円 千円 　　　千円 千円 千円 千円

区　分
職員数 給　　　　　　与　　　　　　費 （参考）一人当たり （参考）類似団体平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ

％

51,438 41,482,132 312,028 4,510,225 10.87 10.00
令和６年度

人　 千円 千円 千円 ％

（参考）

（令和７年1月１日） 　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 前年度の人件費率
区　分

住民基本台帳人口 歳  出  額 実 質 収 支 人  件  費 人 件 費 率

R4.4.1

97.3

R4.4.1

98.3

R4.4.1

98.7

R5.4.1

97.1

R5.4.1

98.3

R5.4.1

98.6

R6.4.1

97.4
R6.4.1

98.3

R6.4.1

98.6

R7.4.1

97.4

R7.4.1

98.6

R7.4.1

98.7

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

むつ市 類似団体平均 全国市平均
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ウ　その他の見直し内容

扶養手当、通勤手当、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当について国と同様に見直した。（令和７年４月１日実施）

⑤　特記事項

無し

(2) 職員の平均給与月額、初任給等の状況

①　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在）

ア　一般行政職

　　　　

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

イ　技能労務職

む　つ　市 － －

うち学校給食員

－ －

－ －

－ －

－ －

む　つ　市 円 － －

うち学校給食員 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している(令和４年～６年の３ヶ年平均)。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　　を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた

　　　　もの）で算出している。

　　  ３　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が２人以下の場合は、すべて「アスタリスク（＊）」としている。

－

（注）１　「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額

6,205,260

6,027,900 2,915,100 2.07

－ －

区　　分

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間
Ｃ／Ｄ

（Ｃ） （Ｄ）

類似団体 52.8歳 15人 324,186円 382,285円 358,506円

46.3歳 225,400円 1.5957.4歳 4人 345,900円 360,150円 357,625円 飲食物調理従事者

－ －

国 51.3歳 1,703人 294,567円 — 337,907円 － －

青森県 54.1歳 211人 305,500円 342,029円 321,950円

その他 58.5歳 1人 ＊ ＊ ＊ －

57.6歳 5人 350,100円 371,080円 368,930円 －

平均年齢
平均給与月額

Ａ／Ｂ
（Ａ） （国比較ベース） の類似職種 （Ｂ）

区　　分

公　　務　　員 民　　　　間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額 対応する民間

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

国 41.9 332,237 — 414,480

類似団体 41.7 323,640 416,439 373,596

むつ市 39.8 314,800 379,003 341,612

青森県 42.5 321,300 384,183 349,835

9



②　職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

③　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(3) 一般行政職の級別職員数等の状況

①　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和７年４月１日現在）

（注）１　むつ市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

183,500 円 258,100 円

230,000 円 308,500 円

１　　級 主事 60 人 15.5 ％

265,300 円 354,700 円

２　　級 主任 59 人 15.2 ％

298,800 円 389,300 円

３　　級 主任主査 103 人 26.6 ％

321,300 円 398,200 円

４　　級 主幹 66 人 17.0 ％

355,200 円 415,700 円

５　　級 課長 54 人 13.9 ％

６　　級 次長 28 人 7.2 ％

4.6 ％ 408,300 円 450,900 円

技能労務職
高　校　卒

７　　級 部長 18 人

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

－ － － －

中　学　卒 － － － －

414,800

高　校　卒 253,400 315,900 364,100 390,000

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

一般行政職
大　学　卒 282,700 359,500 386,400

技能労務職
高　校　卒 192,500 192,500 －

中　学　卒 192,500 192,500 －

一般行政職
大　学　卒 225,600 225,600 220,000

高　校　卒 194,500 194,500 188,000

区　　　　　分 む　つ　市 青　森　県 国

１級

15.5%
１級

12.9%
１級

11.1%

２級

15.2%
２級

18.7%

２級

29.4%

３級

26.6%

３級

28.5%

３級

22.0%

４級

17.0%

４級

13.9%

４級

14.1%

５級

13.9%

５級

14.5%

５級

13.3%

６級 7.2% ６級 6.8% ６級 4.8%
７級 4.6% ７級 4..7% ７級 5.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和７年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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②　昇給への勤務成績の反映状況

(4) 職員の手当の状況

①　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

②　期末手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

③　退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算）

1人当たり平均支給額　　　　

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　2　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違による

　　　　ことなく退職した場合を含む。

（2％～45％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　制度なし　）

2,379千円 22,201千円

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

19.6695 24.586875

39.7575 47.709 39.7575 47.709

24.586875

　・管理職加算　10～25％ 　・管理職加算　10～25％

む　　　つ　　　市 国

 自己都合 応募認定・定年  自己都合 応募認定・定年

令和７年度中における運用 管理職員 一般職員

イ　人事評価を活用している ○ ○

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

　　活用している成績率

47.709 47.709 47.709 47.709

　　　上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○

　　　標準、下位の成績率

　　　上位、標準の成績率

む　　つ　　市 青　　森　　県 国

令和７年度中における運用 管理職員 一般職員

　　活用している昇給区分
昇給可能な

区分
昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

　　　上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○

イ　人事評価を活用している ○ ○

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５～15％ 　・役職加算　　５～20％ 　・役職加算　　５～20％

(1.40) (1.00) (1.40)

１人当たり平均支給額（令和６年度）

　　　標準、下位の区分

(1.00) (1.40) (1.00)

１人当たり平均支給額（令和６年度）
—

1,601 1,776

2.50 2.05 2.50 2.05 2.50 2.10

ロ　人事評価を活用していない

　　活用予定時期

19.6695

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

支給実績が
ある成績率

　　　標準の成績率のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

　　　上位、標準の区分

　　活用予定時期

　　　標準の区分のみ（一律）
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④　特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

千円

　円

　％

⑤　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理

　　　職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

⑥　 寒冷地手当（令和７年４月１日現在）

千円

　円

⑦　その他の手当（令和７年４月１日現在）

円

円

円

支給実績（令和６年度決算） 27,784

管理職特別勤務手当

管理職手当の支給を受ける職員が、臨
時又は緊急の必要、その他公務の必要
により、休日等に勤務した場合支給
管理職手当の区分に応じ、１回につき
3,000～8,000円

420,10444,111

27,000

異 支給額

異
支給区分及び

支給額
27 千円

千円

51,151

住居手当

円政策推進監級 月額 38,000 円

課長級 月額 33,000 円

管理職手当

部長級 月額 43,000 円

通勤手当

通勤距離が片道２㎞以上で
ある職員について、通勤方
法 、 通 勤 距 離 に 応 じ て
2,000円～55,000円

異 距離区分 17,852 千円

借家、間借　限度額 27,000円 異
支給要件及び

支給額
27,171

223,527

千円 277,255

千円 円
子 11,500円

父母等 6,500円

特定期間の加算 5,000円

扶養手当

配偶者 3,000円

同 － 36,882

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度
と異なる

内容

支給実績
（令和６年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 588

支給実績（令和５年度決算） 125,634

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 513

税及び税外収入徴収手当 税外諸収入金の徴収に従事した職員 税外諸収入金の徴収 日額   200 円

支給実績（令和６年度決算） 159,338

 8,200円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 75,500

支給対象地域 世帯主等の区分 支給額（月額）

全ての地域

世帯主で扶養親族あり 19,800円

世帯主で扶養親族なし 11,400円

その他の職員

死体処理作業手当 行旅死亡人処理作業に従事した職員 行旅死亡人処理作業

日額   300 円感染症消毒作業

家畜伝染病防疫作業

特定新型インフルエンザ
等措置作業

火葬業務手当 斎場に勤務する職員 火葬業務 月額 4,000 円

福祉現業手当 生活福祉課に所属する職員 現業業務 月額 5,000 円

日額   600 円

日額 4,000 円

１体 2,500 円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

税務手当 税務課に所属する職員 税の徴収又は滞納処分 月額 4,500 円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 65,000

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） 5.0

手当の種類（手当数） 6

支給実績（令和６年度決算） 1,495

感染症等防疫作業手当 感染症防疫に従事した職員

12



(5) 特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）

円 円

（ 円 ）

円 円　／ 円

（ 円 ）

円 円　／ 円

（ 円 ）

円 円　／ 円

（ 円 ）

円 円　／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　

円　／

円　／

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合

　　　　における退職手当の見込額である。                                 

(6) 公営企業職員の状況

①　水道事業

  　ア　職員給与費の状況

(ｱ) 決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、令和７年３月３１日現在の人数である。

　　　３　職員数及び給与費については、短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含まない。

イ　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

水道事業（市町村平均） 45.8 345,838 524,813

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

むつ市（水道事業） 44.8 343,466 526,030

千円

20 80,650 12,689 32,913 126,252 6,313 6,316

　　計　Ｂ 　　　給与費 　 B/A 一人当たり給与費

令和６年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

7.20

区　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり　　 （参考）水道事業平均

Ａ  給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

令和６年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

1,577,802 65,354 110,052 6.98

　実質収支 職員給与費比率 前年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

備　　　　考

区　分

総費用 　純損益又は 職員給与費 総費用に占める

（支給時期）

市 長 給料月額×月数×45.5/100 任期満了時

副 市 長 給料月額×月数×26.5/100 任期満了時

　　（令和６年度支給割合）

副 議 長 3.40

議 員

退
職
手
当

（算定方式） （１期の手当額）

期
末
手
当

市 長 　　（令和６年度支給割合）

副 市 長 3.40

議 長

議 員 354,000 606,000

報

酬

議 長 426,000 757,000

副 議 長 384,000 670,000

303,000

326,000

400,000

副 市 長 690,000 934,000

区 分 給        料        月        額        等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 850,000 1,120,000 円　／ 510,000

614,600

18,564,000

8,776,800
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ウ　職員の手当の状況

(ｱ) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

(ｲ) 退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算）

1人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違による

　　　　ことなく退職した場合を含む。

　　　３　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が２人以下の場合は、すべて「アスタリスク（＊）」としている。

(ｳ) 特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

千円

　円

　％

(ｴ) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員

　　　　等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 456

支給実績（令和６年度決算） 4,424

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 402

支給実績（令和５年度決算） 4,555

水道作業手当 管理職手当支給職員以外の職員 水道事業に関する業務 月額 6,000 円

現金出納手当 企業出納員に任命されている職員 現金出納業務 月額 5,000 円

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（令和６年度決算） 891

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 68,538

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） 65.0

ー　千円 ＊　千円

39.7575 47.709 － －

47.709 47.709 － －

7,848

定年前早期退職特例措置 －

（退職時特別昇給　制度なし　）

19.6695 24.586875 － －

28.0395 33.27075 － －

むつ市（水道事業） 水道事業（市町村平均）

 自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

(1.40) (1.00) － －

　　－

　・役職加算　５～15％

１人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度）

1,646 1,593

2.50 2.05 － －

むつ市（水道事業） 水道事業（市町村平均）

ー　千円
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(ｵ) その他の手当（令和７年４月１日現在）

円

円

円

②　下水道事業

  　ア　職員給与費の状況

(ｱ) 決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、令和７年３月３１日現在の人数である。

　　　３　職員数及び給与費については、短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含まない。

イ　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　　　２　平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。

下水道事業（市町村平均） 44.6 342,377 516,175

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

むつ市（下水道事業） 44.7 343,466 526,030

千円 千円

区　分

34,575 7,153 8,584 50,312 5,590

　　　給与費　B/A

6,187
令和６年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

9

職員数

円世帯主で扶養親族あり 19,800円

世帯主で扶養親族なし 11,400円

その他の職員 8,200円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり　　 （参考）下水道事業平均

Ａ  給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ 一人当たり給与費

％

1,008,140 38,672 32,835 3.26 2.43

前年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

11,375

寒冷地手当

11月から翌年3月までの各月の
初日において在職する職員に対
して支給

同 - 1,398 千円 73,579

異 支給額

同 - 182 千円

千円

令和６年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％

区　分

総費用 　純損益又は 職員給与費 総費用に占める

　実質収支 職員給与費比率

休日勤務手当 １時間当たりの支給額×135/100

61,071

住居手当

円政策推進監級 月額 38,000 円

課長級 月額 33,000 円

管理職手当

部長級 月額 43,000 円

通勤手当
通勤距離が片道２㎞以上である職員に
ついて、通勤方法、通勤距離に応じて
2,000円～55,000円

異 距離区分 855 千円

借家、間借　限度額 27,000円 異
支給要件及び

支給額
0

418,5003,348

161,364

千円 0

円
子 11,500円

父母等 6,500円

特定期間の加算 5,000円

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決算）

扶養手当

配偶者 3,000円

同 - 1,775 千円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度
と異なる

内容

支給実績
（令和６年度決算）

15



ウ　職員の手当の状況

(ｱ) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

(ｲ) 退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算）

1人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違による

　　　　ことなく退職した場合を含む。

　　　３　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が２人以下の場合は、すべて「アスタリスク（＊）」としている。

(ｳ) 特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

千円

　円

　％

(ｴ) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員

　　　　等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 527

支給実績（令和６年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

支給実績（令和５年度決算） 1,672

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 279

手当の種類（手当数） －

支給実績（令和６年度決算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　制度なし　）

3,691

－　千円 －　千円

39.7575 47.709 －

－

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） －

－

47.709 47.709 － －

定年前早期退職特例措置

19.6695 24.586875 － －

28.0395 33.27075 － －

－

6,120－

むつ市（下水道事業） 下水道事業（市町村平均）

 自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

(1.40) (1.00) － －

　　－

　・役職加算　５～15％

１人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度）

1,255 1,562

2.50 2.05 － －

むつ市（下水道事業） 下水道事業（市町村平均）
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(ｵ) その他の手当（令和７年４月１日現在）

円

円

円

千円 円政策推進監級

異 距離区分 379

5,000円

396,000792

休日勤務手当 １時間当たりの支給額×135/100

円世帯主で扶養親族あり 19,800円

世帯主で扶養親族なし 11,400円

その他の職員

千円

8,200円

6,000

87,000

異

千円寒冷地手当

11月から翌年3月までの各月の
初日において在職する職員に対
して支給

同 - 609

月額 43,000 円

支給額

同 － 54

円

借家、間借　限度額 27,000円 異
支給要件及び

支給額
463

扶養手当

配偶者 3,000円

同 － 1,176

部長級

11,500円

父母等 6,500円

特定期間の加算

千円

住居手当

47,375

月額 38,000 円

課長級 月額 33,000 円

管理職手当

235,200

千円 231,500

千円
子

通勤手当

通勤距離が片道２㎞以上で
ある職員について、通勤方
法 、 通 勤 距 離 に 応 じ て
2,000円～55,000円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度
と異なる

内容

支給実績
（令和６年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和６年度決算）
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 勤務時間の状況

※勤務場所及び職種によっては、上記以外の場合もあります。

(2) 休暇の種類と概要

介護時間（無給休暇） 連続する３年の範囲内において必要と認められる期間。取得時間は給料減額。

組合休暇（無給休暇） 職員団体の事務従事。取得時間は給料減額。

災害・交通機関の事故等により
出勤が著しく困難な場合

必要と認められる期間

災害時に退勤途上の身体の危険
を回避する場合

必要と認められる期間

介護休暇（無給休暇）
介護のため勤務しないことが相当であると認められる場合、連続する２週間以上、３回を超
えず、かつ通算して６月を超えない範囲内。取得時間は給料減額。

父母等を追悼する場合 父母、配偶者、子を追悼する場合、１日の範囲内

夏季における心身の健康の維
持・増進等の場合

6月から10月までの期間中に連続５日以内、必要な場合は分割も可

災害により滅失等した住居の復
旧作業等の場合

連続する７日の範囲内

子の看護等をする場合 １年に５日（対象となる子が２人以上の場合は１０日）の範囲内

短期の介護をする場合 １年に５日（要介護者が２人以上の場合は１０日）の範囲内

親族が死亡した場合 配偶者１０日、父母・子７日ほか

生理休暇 勤務することが著しく困難な場合

配偶者が出産する場合 ３日の範囲内

育児参加をする場合 ５日の範囲内

産前の場合 出産する予定である女性職員が申し出た場合、８週間

産後の場合 出産した場合、８週間

保育時間の場合 生後満１歳に達しない子の保育のため、１日2回30分以内または１日1回１時間以内

妊婦の通勤緩和
妊婦が通勤に利用する交通機関等の混雑が母体又は胎児の健康保持に影響があると申し出た
場合、１日につき１時間を越えない範囲内

不妊治療の場合 １年に５日（体外受精等の場合は１０日）の範囲内

妊産婦の健診休暇 妊産婦が保健指導又は健康診査を受けるため申し出た場合、必要と認められる回数及び時間

勤 務 時 間 　８：３０～１７：１５

休 憩 時 間

骨髄提供者となる場合 必要と認められる期間

ボランティア活動に参加する場
合

１暦年において５日の範囲内

結婚する場合 連続する７日の範囲内

特別休暇
次の事由により勤務しないことが相当である場合、１日、１時間又は必要に応じて１分単位
で有給の休暇を与えることができる。

公民としての権利を行使する場
合

選挙など必要と認められる期間

裁判員、証人等として国会、裁
判所等に出頭する場合

必要と認められる期間

年次有給休暇
１暦年に２０日。使用しなかった分については、２０日を限度に翌年へ繰り越すことができ
る。

病気休暇
負傷または疾患のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ない場合。連続する
９０日以内、ただし、がん等指定された疾患については１８０日以内。

週 休 日 土曜日・日曜日

休 日 祝日法による休日、１２月２９日～１月３日

休暇の種類 概　　　要

１ 週 間 の 勤 務 時 間 ３８時間４５分

１２：００～１３：００
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(３) 休暇の取得状況

①　年次有給休暇の取得状況（令和７年１月１日から１２月３１日まで）

※令和８年勤務条件等調査等より、一般職員についての数値

②　年次有給休暇以外の休暇の取得件数（令和７年１月１日から１２月３１日まで）

283件 785件

12,023 4,164 315 13.2 34.6%

病気休暇 特別休暇 介護休暇 介護時間 組合休暇

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率
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5　職員の休業に関する状況

(1) 育児休業等の取得状況（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

※上段：新たに取得した人数、下段：昨年度から引き続き取得している人数

(2) 自己啓発等休業の取得状況（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

※上段：新たに取得した人数、下段：昨年度から引き続き取得している人数

6　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分者数

※期間の更新についても１人としています。

※降任：現在ついている職よりも下位の職に任命する処分

　免職：身分を失わせる処分

　休職：職員としての職を保有したまま、一定期間職務に従事させない処分

　降給：現在の給料よりも低い額の給料に決定する処分

刑事事件に関し起訴された場合 0人 0人 0人 0人

条例で定める事由による場合 0人 0人 0人 0人

職務に必要な適格性を欠く場合 0人 0人 0人 0人

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

0人 0人 0人 0人

勤務実績が良くない場合 0人 0人 0人 0人

心身の故障の場合 0人 0人 16人 0人

　分限処分とは、一定の事由に該当する場合に、職員の意に反して降任、免職、休職、降給の処分を行う
ものです。

処分の種類
降任 免職 休職 降給

処分の事由

計
0人 0人 0人

0人 0人 0人

0人

女性職員
0人 0人 0人

0人 0人 0人

取得者数
うち大学等
課程の履修

うち
国際貢献活動

男性職員
0人 0人 0人

0人 0人

計
3人 2人 0人

4人 4人 0人

女性職員
2人 2人 0人

4人 4人 0人

男性職員
1人 0人 0人

0人 0人 0人

育児休業 部分休業 育児短時間勤務
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(2) 懲戒処分者数

※戒告：職員の規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分

　減給：一定期間、職員の給料を減額して支給する処分

　停職：一定期間、職務に従事させない処分

　免職：職員からその職を失わせ、勤務関係から排除する処分

７　職員の服務の状況

(1) 職務に専念する義務の免除

①　法律に定めがある場合

・選挙権その他公民としての権利を行使する場合

・年次有給休暇

・分限処分としての休職

・懲戒処分としての停職 など

②　条例に定めがある場合

・研修を受ける場合

・厚生に関する計画に参加する場合

・その他任命権者の定める場合 など

(2) 営利企業等の従事制限の許可

　地方公務員法第３８条では、職員には「営利企業への従事等の制限」が課せられていますが、「職務の
遂行に支障がない」、「特別な利害関係またはその発生のおそれがない」ことと、法の精神に反しないと
認められる場合に限り、許可されることがあります。
　許可の例としては、国勢調査業務への従事や不動産の賃貸が挙げられます。

主なものとしては、消防団活動や国民体育大会への参加、各種競技団体からの依頼による大会役員ま
たは審判員として参加することなどが挙げられます。

職務に専念する義務の特例に関する承認件数 21件

営利企業等の従事制限の許可に関する承認件数 127件

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場
合

0人 0人 0人 0人

　地方公務員法第３５条により、職員には「職務に専念する義務」が課せられていますが、法律または条
令に定めがある場合には、その義務が免除されます。

法令に違反した場合 0人 0人 0人 0人

職務上の義務に違反または職務を怠った場合 0人 0人 0人 0人

　懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない行為があった場合に、地方公務員法第２９条の規定に基づ
き、戒告、減給、定職、免職の処分を行うものです。

処分の種類
戒告 減給 停職 免職

処分の事由

21



８　職員の退職管理の状況

(1) 令和７年度退職者数

※届出対象者：退職までの間に課長級以上であった者

(2) 再就職の状況

9　職員の研修の状況

主な研修会への参加状況 （単位：日、人）

1

国土交通省 １年間派遣実務研修 365 1

東北経済産業局 365 1

その他

1

青森県 １年間派遣実務研修 365 1

むつ商工会議所 １年間派遣実務研修 365 1

青森県自治研修所

全国市町村国際文化研修所

日本下水道事業団研修センター 求められる下水道管路施設の維持管理研修　等 3 3

1

国土交通大学校 国土調査研修実習コース

2

新採用者前期研修 4

再任用
会計年度
任用職員

公務員 民間等

高雄市政府 １年間派遣実務研修

23

365

大規模災害に備えた応援職員研修

23

参加人数

24むつ市

1

8

6

15

株式会社JapanNavi

研修機関名等

0人 0人 0人 0人

2人 0件

計

0人

研修名・研修内容等

2,582

内部研修

外
部
研
修

その他 その他（オンライン開催含む）

その他

344

課長研修

3

届出対象者 0人

日数

市町村アカデミー 市町村税徴収事務研修

4

自治体におけるカスタマーハラスメント対策研修 4

実務研修

市主催新採用職員研修 2

管理者入門研修

4

主事・技師研修 2

11

新採用者後期研修

１年間派遣実務研修

１年間派遣実務研修 365

3

711

834合　　　計

階層別研修
10

2

1

4 1

1

災害対応防災対策の基本研修

主査研修

上記のうち
届出対象者数

0人 1人 1人 0人 0人

計 届出数

退職者数 0人 1人 9人 4人 5人 19人

定年 応募認定 普通 中途 再任用
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１０　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 職員健康診断の状況

Ｃコース　～　問診・身体計測・理学的検査・血圧測定・尿検査・視力検査・聴力検査・心電図検査・

　　　　　　　血中脂質検査・肝機能検査・腎機能検査・貧血検査・血糖検査

(2) 公務災害の状況

(3) 福利厚生事業の状況

(4) 青森県人事委員会の業務の状況

①　給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況

②　不利益処分に関する審査請求の状況

　地方公務員法の規定により、市では公平委員会の事務を青森県人事委員会へ委託しています。

　令和７年度においては、審査請求はありませんでした。

84人
（全職員） （３５歳以上） （４０歳以上）

562人

公務上または通勤により負傷、疾病、障害または死亡した職員には、地方公務員災害補償法に基づき、
補償されます。公務災害の認定及び補償については、地方公務員災害補償基金青森支部が行っており、令
和７年度は２件認定されました。

職員の福利厚生については、むつ市職員等の会員で構成される「むつ市職員互助会」が医療給付に関す
ることや、慶弔に関すること、また、会員の親睦を図るための事業を行っています。これらの事業につき
ましては、全て会員の会費で運営されており、市からの支出はありません。

　令和７年度においては、新たな措置要求はなく、また係属事案もありませんでした。

Ｃコース（すべての受診者）

41人日帰りドック（３０歳以上）

569人

胃がん検診
109人

定期健康診断

238人

大腸がん検診

脳検診（４０歳以上）

結核（胸部）検診
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